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１．目的  

スリット式の直立消波型の係留施設や護岸の中に

は堤体幅が小さく，地震や津波に対して滑動抵抗が

不足する施設が存在するため，供用中の既存岸壁に

対する経済的かつ効果的な改良工法の開発が課題と

なっている．また，岸壁においては津波の引き波時

による被害の拡大が指摘されているものの（有川・

佐藤，2013），その知見は未だ限定的である．そこで

本研究では，水理模型実験を実施し，岸壁の改良方

法の一つである裏込石を固化改良した場合の津波引

き波に対する耐波性能を検討する． 

２．実験条件  

 本実験では，全長 105m，幅 0.80m の実験水路を用

いた．図-1 に示す通り，設置した岸壁模型に対して

ポンプを用いた循環流から一様流れによる越流を発

生させ，津波引き波時の越流状況を再現した．また，

模型には図-2 に示す通り，複数の波圧計を設置し，

各計測値の回帰直線から波圧の鉛直分布を仮定して

波力を算定した（参照：鶴田ら，2017）．なお，ケー

ソン天端の被害状況を段階的に変更し，被災状況に

よる波力の変動傾向についても同時に確認した． 
３．実験結果  

 図-3 の通り天端砂が無い場合，天端から裏込め部

に十分な水が供給されるため，裏込め部の水位は低

下せず，ケーソンは前後の水位差から不安定な状況

となる．しかし，裏込め部に固化改良体を用いた場

合は，裏込め部において透水性の低下に伴って水位

が低下し，ケーソン前後の水位差が減少する．なお，

天端砂を設置したケースでは，天端からの水の供給

が減少するため裏込め部の水位は更に低下し，ケー

ソン前後で明瞭な水位差の発生は認められなかった． 

図-4 に，ケーソンの前面と背面に作用する水平波

圧の合力とケーソンから十分離れた前後位置での水

位比 h* (=hr/hf)との関係を示す．天端砂がある場合は，

裏込め部の水位低下によりケーソン近傍の前後では

水位差が生じず，波力が相殺される．一方，天端砂 

 

 
図-1 実験概要 
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図-2 圧力の計測位置および波力の抽出方法 

 
が無い場合には，ケーソン前後の水位差の増大に合

わせて，作用波力が増大する様子が 0.5<h*<0.9 の範

囲において示される．しかし，固化改良体を用いた

ケースでは，水位差を更に増す h*<0.5 の範囲で波力

が低下していく様子が確認できる．これは，背後（海

側）水位の低下に伴ってケーソン周囲での浸透流が

促進され，裏込め部の水位低下が生じてケーソン近

傍での水位差が減少したためと考えられる． 

４．結論 

 本研究では，水理模型実験を通して，津波引き波

時における岸壁への作用波力を検討した．実験では，

天端砂や裏込め部の固化改良体など複数断面から波

圧の変動傾向を検討した．実験結果からは，裏込め

部天端の透水性の確保によって，津波引き波時にお

ける天端から裏込め部への水の流入が阻害され，裏

込め部の水位低下とそれに伴う作用波力の減少が生

じることが明らかとなった．さらに固化改良体を用

いた実験からは，固化改良体が裏込め部への水の流

入を一定量防ぎ，土圧に加えて波圧においても有効

な低減効果を発揮することが明らかとなった． 

今後，破壊過程を含むより包括的な作用波力の変

動傾向を検討したい． 
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図-3 裏込め部の透水性と水位の関係 
 

 

図-4 ケーソンに作用する平均水平波圧の合力 
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